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（写真）Superconfirmado “経済担当副大統領 「今後数週間内に債務持続可能性分析を公表する」” 

 

 

２０２６年７月１３日（月曜） 

 

政 治                     

「外務省と貿易省統合 新外相は米国担当外交官」 

「チャカオ市 集合住宅の安全性を部屋毎に評価」 

経 済                     

「米 Hunt Oil ベネズエラ政府と石油開発覚書 

～中南米でペルーに続く事業展開を検討～」 

「経済担当副大統領 債務再編プロセスを継続」 

「経済団体 復興事業を通じた雇用確保で協力」 

「OPEC ６月の産油量は日量１１８．７万バレル 

～Merey 原油 先月比１１．６ドル／バレル減～」 

「エルパリート製油所 主要設備 FCC の稼働再開」 

 

２０２６年７月１４日（火曜） 

 

政 治                    

「国会 住宅再建に向け不動産関連法案を承認 

～地震で国会議事堂も損傷、議員１名が死亡～」 

「与野党 ８月から震災復興や民主制度を協議 

～MCM 氏 現時点では協議支持の表明保留～」 

「死者４７３４人に拡大 ２日間で２４４人増」 

経 済                    

「Shell ドラゴン・ガス田の掘削サービスを入札」 

「ラグアイラ州 観光業７６５０人の雇用に影響」 

「Cirion 海底光ケーブル補修用の潜水船を派遣」 

「法人監督庁 Monómeros の事業再建計画承認」 
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２０２６年７月１３日（月曜）             

政 治                       

「外務省と貿易省統合 新外相は米国担当外交官」       

 

７月１３日 ロドリゲス暫定大統領は、外務省と貿易省

を統合し、新たに「外務・貿易省」を設置すると発表し

た。 

 

また、新設された外務・貿易省の大臣には、外交官のフ

ェリックス・プラセンシア氏（下写真）を任命した。 

 

プラセンシア氏は２０２１～２２年に外相を務めた経

験を持つ。暫定政権発足後の２０２６年２月に「在米ベ

ネズエラ外交代表」に任命され、米国との外交関係を担

当していた。 

 

外務省と貿易省が統合されたことにより、暫定政権は外

交関係の構築と貿易・投資の拡大を同一省庁の下で進め

る体制へ移行する。 

 

一方、これまで外相を務めていたイバン・ヒル氏は科学

技術相に就任する。ロドリゲス暫定大統領は、ヒル氏の

国際的な知見を生かし、科学技術、イノベーション、技

術革新を推進すると説明した。 

 

 

（写真）Bancaynegocios 

 

「チャカオ市 集合住宅の安全性を部屋毎に評価」         

 

ミランダ州チャカオ市のグスタボ・ドゥケ市長は、地震

で被害を受けた集合住宅の各部屋について、損傷の程度

に応じて「緑」「黄」「赤」の３段階で判定する「信号方

式」を導入すると発表した。 

 

緑は小規模な修繕が必要な住宅、 

黄は大規模な修繕が必要な住宅、 

赤は深刻な被害を受けた住宅を示す。 

 

建物全体だけでなく、各部屋の被害状況を分類し、住民

が再び居住できる状態に戻すことを目的としている。 

 

チャカオ市は、ベネズエラ建設会議所や国内の建設会社、

建材販売会社などと協議し、被害の程度に応じた修繕費

用の算定基準を作成した。 

 

ドゥケ市長によると、１戸当たりの修繕費用は、地震に

よる損傷の程度に応じて５０００～１万ドルに達する

可能性があるという。 

 

経 済                        

「米 Hunt Oil ベネズエラ政府と石油開発覚書     

   ～中南米でペルーに続く事業展開を検討～」           

 

米石油会社「Hunt Oil」は、ベネズエラでの石油開発の

可能性を評価するため、ベネズエラ政府と覚書を締結し

た。Hunt Oil のペルー法人で上級副社長兼カントリー

マネージャーを務めるマリア・フリア・アイバル氏が明

らかにした。 

 

覚書は数週間前に締結され、現時点では原油の開発を主

な対象としている。 
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アイバル氏は、ベネズエラには大きな石油資源の潜在力

があると指摘。開発が実現すれば、魅力的な規模の生産

につながる可能性があるとの期待を示した。 

 

一方、事業については「かなりリスクが高く、挑戦的な

投資判断になる」との認識も示している。 

 

当面は石油開発を優先するが、将来的には天然ガスを含

む他のエネルギー分野へ対象を拡大する可能性もある

という。 

 

Hunt Oil がベネズエラで操業を開始した場合、中南米

ではペルーに続く２カ国目の事業拠点となる。同社はエ

クアドルへの進出についても検討している。 

 

ベネズエラを含む中南米事業については、ペルーに置く

地域拠点「Hunt Services」を通じて支援する方針。 

同拠点が人員や技術、管理面で新規事業を支えるとして

いる。 

 

「経済担当副大統領 債務再編プロセスを継続」                  

 

７月１３日 カリスト・オルテガ経済担当副大統領は、

ベネズエラの対外債務再編に向けた作業が進展してい

ると言及した。 

 

オルテガ経済担当副大統領は、ここ数週間、関係国や国

際金融機関との間で集中的な実務協議を行っていると

説明。地震後も、債務再編プロセスを継続していること

を明らかにした。 

 

現在、暫定政権は地震による経済的な影響を組み込む形

で、マクロ経済の前提と債務持続可能性分析の見直しを

進めており、分析結果は今後数週間以内に公表する予定

だという。 

 

 

オルテガ経済担当副大統領は、これらの作業が、秩序が

あり、透明性と信頼性を備えた債務再編を進めるための

基礎になると説明。 

 

再編を通じて財政余地を確保し、震災からの復旧・復興

に必要な資金を捻出する考えを示した。 

 

また、復興を進めるには新規資金の動員が必要であり、

そのためには国際的な金融パートナーとの関係を段階

的に正常化する必要があると指摘。 

 

対外債務の再編は、ベネズエラが国際金融市場からの資

金調達手段を回復するための不可欠な条件であると強

調した。 

 

「経済団体 復興事業を通じた雇用確保で協力」                  

 

ベネズエラの主要経済団体は、地震で職を失った被災者

を把握し、建設業や縫製業など復興需要の拡大が予見さ

れる業界への雇用を促す取り組みを進めている。 

 

「ベネズエラ経団連（Fedecámaras）」のフェリペ・カポ

ッソロ代表は、建設、縫製、繊維分野が活性化すること

で、被災者を早期に労働市場へ復帰させることが出来る

と指摘した。 

 

また、「ベネズエラ工業連合会（Conindustria）」も、

Fedecámaras と協力し、地震により失業した人を他の企

業や産業へ再配置するプロセスを進める方針を示して

いる。 

 

カポッソロ代表は、被災者が最初に必要とするのは住居

と、自らの生活を維持するための仕事であると説明。 
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特に被害の大きかったラグアイラ州を中心に、失業者と

被災した事業所の数を調査しており、調査結果を基に、

被災者の再就職や中小企業事業者向け融資計画を検討

する方針を示している。 

 

「OPEC ６月の産油量は日量１１８．７万バレル    

  ～Merey 原油 先月比１１．６ドル／バレル減～」               

 

OPEC は、加盟国の２６年６月の産油量を更新した。 

 

ベネズエラ石油省がOPECに報告した６月の産油量は、

先月から日量８０００バレル増えて日量１１８．７万バ

レル。２０２６年１月から着実に回復している。 

 

 

一方、OPEC の第３者専門家の調べによる６月のベネズ

エラ産油量は先月から変わらず日量１０７万バレル（暫

定値）だった。 

 

 

（写真）OPEC 

 

 

 

地震の発生が６月下旬（６月２４日）だったので、この

結果をもって地震が産油量にどのような影響を与えた

のかを評価することはできないが、少なくとも著しい減

少は起きていないことが確認できる。 

 

産油量は堅調だった一方で、中東情勢の安定化に伴いベ

ネズエラの代表油種である Merey 原油の価格は５月の

８２．７７ドル／バレルから６月には７１．１３ドル／

バレルと先月から１１．６４ドル／バレル減少した。 

 

ただし、７月中旬に入り再び中東情勢が不安定化してお

り、原油価格の再上昇が予見される。 

 

 

（写真）OPEC 

 

「エルパリート製油所 主要設備 FCC の稼働再開」                  

 

エルパリート製油所は、地震後に停止していた流動接触

分解装置「FCC」の稼働を再開した。 

 

同製油所は６月末に発生した地震の影響で電力供給が

停止し、複数の設備が停止していた。 

 

従業員によると、ここ数日で各設備を段階的に再稼働さ

せているという。 
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FCC はガソリンなどの自動車燃料を生産する主要設備。

再稼働までには複数回の試みが必要だったが、現在は日

量約３．５万バレルを処理しており、段階的に処理量を

引き上げる方針としている。 

 

エルパリート製油所は中部カラボボ州に位置し、原油処

理能力は日量１４万６０００バレル。国内製油所の中で

は最も規模が小さい。 

 

先週、パウラ・エナオ炭化水素相は、地震被災地域を含

む国内全域で燃料供給を確保していると説明していた。 

 

現在の燃料供給量は明らかにしていないが、ガソリンス

タンドの車列は比較的短く、現時点で燃料流通に大きな

混乱はみられていない。 

 

２０２６年７月１４日（火曜）              

政 治                       

「国会 住宅再建に向け不動産関連法案を承認     

 ～地震で国会議事堂も損傷、議員１名が死亡～」       

 

７月１２日 ホルヘ・ロドリゲス国会議長は、地震で住

宅を失った被災者への対応を進めるため、住宅賃貸法な

ど住宅関連の法改正を行うと発表していた（「ベネズエ

ラ・トゥデイ No.1395」）。 

 

７月１４日 この発表の通り、国会では不動産開発と住

宅賃貸に関する２法案が議論され、同日に第１セッショ

ンが承認された。 

 

なお、カラカス中心部にある国会議事堂も地震による被

害を受けた。 

 

議員が活動するための十分な安全性が確保されていな

いとの理由から、同日の議会はカラカス東部ラ・カルロ

タ施設に設けられた臨時会場で開催された。 

 

国会が承認したのは「不動産詐欺対策法」の部分改正案。 

 

同法案は、住宅建設に民間資金を呼び込み、被災者向け

住宅の供給を加速することを目的としている。 

改正案では、建設中のコスト変動を反映できない固定価

格制度を見直すほか、住宅工事を２４カ月以内に完了す

るよう求める制限の緩和を検討する。 

 

また「住宅用不動産特別賃貸法案」も第１セッションを

通過した。 

 

同法案は、貸主の所有権と借主の居住権の双方を保護し、

賃貸市場への住宅供給を増やすことを目的とする。 

 

賃貸料の設定や改定に当事者間の自主性を認めるほか、

修繕費用の分担方法を明確化し、保証金の上限を家賃３

カ月分とする内容が盛り込まれている。 

 

また、賃貸トラブルを裁判だけに依存せず、調停や仲裁

を通じて迅速に解決する制度も導入する。なお、災害リ

スクの高い地域にある住宅の賃貸は禁止する方針だと

いう。 

 

現在のベネズエラの賃貸法は契約違反や契約期間の終

了後も、借主の強制立ち退きを禁止するなど、不動産オ

ーナー側に不利な内容になっている。そのため、不動産

オーナーが空き家を賃貸市場へ供給しないことが問題

になっている。 

 

また、同日の議会では、地震で死亡したガイアナ・エセ

キボ州選出のジェシカ・カロリナ・デ・レオン議員（与

党系）と同氏の娘に対して黙とうを行った。 

 

ロドリゲス議長によると、レオン議員は、地震被害が最

も大きかったラグアイラ州で娘とともに死亡したとい

う。 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/0525ac9352ddb52116068474d99cd5fa.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/0525ac9352ddb52116068474d99cd5fa.pdf
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「与野党 ８月から震災復興や民主制度を協議     

 ～MCM 氏 現時点では協議支持の表明保留～」           

 

７月１４日 ホルヘ・ロドリゲス国会議長は、自身の

SNS にて「２０１５年に選出された国会の元議員らと

の共同作業を８月１日から開始する」と発表した。 

 

この協議は、「地震による被害への共同対応」および「民

主主義の強化に向けた作業工程を策定すること」を目的

にしていると説明。震災復興と平和の維持には国内勢力

の結束が必要との認識を示した。 

 

６月１８日 ホルヘ・ロドリゲス国会議長と２０１５年

に成立した野党多数派の国会の議長を務めるディノラ・

フィゲラ氏が協議を行っていた（「ベネズエラ・トゥデ

イ No.1385」）。 

 

地震発生を受けて、与野党協議に関する議論は一時的に

止まっていたが、８月１日から与野党間の議論が再開す

ることを意味している。 

 

フィゲラ氏によると、双方はそれぞれ１２人の代表者を

選出するという。協議では、選挙、「最高裁判所（TSJ）」、

「選挙管理委員会（CNE）」、選挙関連法、表現の自由、

政治的・市民的権利、将来の政治移行などを取り上げる

予定としている。 

 

一方、野党指導者のマリア・コリナ・マチャド氏（MCM）

は、今回の協議について、野党連合の関係政党を招集し、

情報を確認した上で統一的な見解を表明する方針を示

した。 

 

MCM 氏は、国民が直面する緊急課題を中心に判断し、

選挙で示された民意を尊重する必要があると主張して

おり、現時点では、与野党協議への参加や支持を正式に

表明していない。 

 

「死者４７３４人に拡大 ２日間で２４４人増」            

 

暫定政権は、７月１４日時点の地震の被害状況および支

援状況をアップデートした。 

 

以下では、７月１４日時点の数字を前号「ベネズエラ・

トゥデイ No.1395」で紹介した７月１２日当時の数字と

の比較と併せて紹介する。 

 

・死者数：４７３４人（２４４人増） 

・負傷者：１万６７４０人（変化なし） 

・救出者：６４６２人（変化なし） 

・支援世帯数：１２万８３２４世帯（７５３０世帯増） 

・一時避難所：１０７カ所（１８カ所増） 

・避難生活者：２万９０３人（１３２０人増） 

・住宅を失った被災者：１万７９０７人（変化なし） 

・建物被害：８５６棟（変化なし） 

・全壊した建物：１９０棟（変化なし） 

・配布した食料：１万６３トン（６８トン増） 

・医療支援した人数：３万３６５２人（１２５１人増） 

・外国の救助隊員数：２４７１人（４９人増） 

・治安部隊の動員数：３万９８９人（８４８人減） 

・ボランティア数：３万１０５０人（５１５人増） 

・配給した水：２１７５万１４０７L（３２４万 L 増） 

・余震：１２７５回（５３回増） 

 

経 済                       

「Shell ドラゴン・ガス田の掘削サービスを入札」            

 

ロイター通信は、関係者から得た情報として、英石油大

手「Shell」が、ドラゴン・ガス田で、掘削サービスの入

札手続きを開始したと報じた。 

 

Shell は２０２７年第２四半期から４本の坑井を掘削す

る計画で、契約先は２０２６年９月末までに決定する見

通しだという。 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/da60eecba18ac35cdfba83610f8a0880.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/da60eecba18ac35cdfba83610f8a0880.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/0525ac9352ddb52116068474d99cd5fa.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/0525ac9352ddb52116068474d99cd5fa.pdf
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ただし、契約の発効には、同事業に対する最終投資決定

が必要となる。 

 

ドラゴン・ガス田は、トリニダード・トバゴ（TT）との

海上国境に近いベネズエラ領海内に位置する。生産した

天然ガスは海底パイプラインを通じて TT へ輸送する

計画。 

 

TT 政府がこれまでに示した計画によると、生産量の約

７０％を液化天然ガス施設「Atlantic LNG」に供給し、

残る約３０％を TT の石油化学部門へ振り向ける。 

 

トリニダード・トバゴでは国内天然ガス生産量の減少に

より、ＬＮＧやアンモニア、メタノールなどの生産設備

が能力を下回る水準で稼働している。ドラゴン・ガス田

は、同国のガス不足を緩和する重要な供給源として期待

されている。 

 

２０２３年１２月に Shell と TT の国営ガス公社 NGC

は、ベネズエラ政府からドラゴン・ガス田の３０年間の

操業ライセンスを共同取得した（「ベネズエラ・トゥデ

イ No.1004」）。 

 

しかし、２０２５年１２月 マドゥロ政権は TT との関 

係悪化を理由に共同ガス開発を停止すると発表（「ベネ

ズエラ・トゥデイ No.1309」）。 

 

Shell が入札を行っていることを踏まえると、暫定政権

発足後も TT との関係は改善していないが、同プロジェ

クト自体は進行しているとされる。 

 

「ラグアイラ州 観光業７６５０人の雇用に影響」         

 

「ベネズエラ全国ホテル連合会（Fenahoven）」は、地震

により、ラグアイラ州の観光サービス業で少なくとも７

６５０人の雇用が影響を受けたと明らかにした。 

 

影響を受けた事業者は、ホテルや飲食店など観光サービ

スを提供する約１１５０社に上る。 

 

Fenahoven のアルベルト・ビエイラ代表は、「観光業へ

の依存度が高い同州の復興は、施設を再建するだけでな

く、職を失った労働者への支援も重視する必要がある」

と指摘している。 

 

Fenahoven に加盟するラグアイラ州のホテルは５軒で、

この５軒の客室数は合計３２０室だという。このうち１

軒は地震で完全に倒壊し、従業員を含む人的被害も発生

した。 

 

倒壊を免れた他のホテルでも、壁の崩落やロビーの損壊

などが確認されている。建物の継続使用が不可能と判断

されたわけではないものの、修復が完了するまでは営業

できない状態にあるという。 

 

「Cirion 海底光ケーブル補修用の潜水船を派遣」         

 

６月２４日に発生した大規模地震により、ベネズエラと

国際通信網を結ぶ海底光ファイバーケーブルが損傷し、

国内のインターネット回線容量が約５０％減少し、ネッ

ト回線が不安定になっている（「ベネズエラ・トゥデイ

No.1394」）。 

 

通信事業者「Cirion Technologies」は、海底光ファイバ

ーを修理するための専用船「SAC」をベネズエラへ派遣

したと発表した。 

 

修理船はキュラソーに寄港し、専門作業員と修理資材を

積み込んだ後、ベネズエラへ向かう予定。 

 

ケーブルはラグアイラ州の海岸から約１８００メート

ルの地点で切断されているという。 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/f8ea78ce2c99085c59de4870c619fb94.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/f8ea78ce2c99085c59de4870c619fb94.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/f0e500f6a8060110df17455a9e39d161.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/f0e500f6a8060110df17455a9e39d161.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/ff2d49d8a037178a3d5e3b2263b26487.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/ff2d49d8a037178a3d5e3b2263b26487.pdf
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修理船は切断地点に到着後、海底ロボットを投入してケ

ーブルを回収する。損傷箇所を切除し、追加の切断がな

いことを確認した上で、ケーブルの両端を接続する。 

 

修復したケーブルを海底へ戻し、通電すれば、国際通信

が復旧する見通しだという。 

 

「法人監督庁 Monómeros の事業再建計画承認」         

 

７月１４日 「コロンビア法人監督庁」は、ベネズエラ

国営石油化学公社「Pequiven」傘下の「Monómeros」に

ついて、事業再建計画を正式に承認した。 

 

Monómeros は肥料原料や農業資材を生産・販売する会

社で、コロンビア国内で使用される肥料の約４０％を生

産している。コロンビアの農業分野にとって重要な役割

を担っているが、制裁の影響を逃れることが出来ず、財

務上の問題が生じていた。 

 

承認された事業計画では、法律上の債権順位に従い、債

務を計画的に返済する。事業計画と将来のキャッシュフ

ロー予測に基づいて会社の存続可能性を確保し、財務規

律を強化する。 

 

また、再建期間中は利益配当を制限するほか、債権者委

員会を設置し、計画の履行状況を継続的に監視する。 

コロンビア法人監督庁も、合法性、透明性、公平性の観

点から計画の履行状況を確認する方針だという。 

 

Monómeros は、政治的な紛争に巻き込まれた国営企業

の１つ。 

 

２０１９年、コロンビアのドゥケ政権がフアン・グアイ

ド氏をベネズエラの暫定大統領として承認したことに

伴い、Monómeros の経営権が野党側に移った。 

 

 

ただし、Monómeros は Pequiven 傘下企業であるため、

米国の対ベネズエラ制裁対象になる。 

 

米国の「外国資産管理局（OFAC）」は、同社のオペレー

ションを認める趣旨の制裁ライセンスを発行したが、ラ

イセンスは期限付きで、潜在的なリスクを嫌い、金融機

関、取引先、原料供給業者との関係に亀裂が生じた。 

 

また、野党側に経営権が移ったことで、これまで親会社

「Pequiven（引き続き与党側がコントロール）」から優

遇価格で調達していた原料の供給が難しくなったこと

も経営悪化の要因となった。 

 

更に、野党の間で、Monómeros の経営人事や契約をめ

ぐる対立が深刻化するなどの問題も混乱に拍車をかけ

た。 

 

その結果、２０２１年９月にコロンビア法人監督庁は、

Monómeros を「行政管理」の対象に指定（「ベネズエラ・

トゥデイ No.649」）。 

 

その後、２０２２年８月にコロンビアでペトロ政権が発

足したことで、Monómeros の経営権はマドゥロ政権側

に戻った。 

 

マドゥロ政権下では売却の可能性なども検討されたが、

紆余曲折を経て売却は破談になり、２０２５年からは企

業再建手続きを進める方向で議論が進んでいた。 

 

以上 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/8cac574d1c09531fdc9fe33a9e738156.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/8cac574d1c09531fdc9fe33a9e738156.pdf

